●配偶者同行休業制度の法案提出に向けた総務省（人事・恩給局）説明の概要
一、国家公務員関係
１．名称等について
　　「帯同」の意味は「つれて行くこと」、「同行」の意味は「ついて行くこと」である。主体は休業する職員であることから、「同行」という名称が適切と判断された。10月25日に閣議決定となる。
２．配偶者同行休業制度の概要について
(1) 休業の事由
　　　「勤務等」は、転勤、起業、留学、海外ボランティアなどが含まれる。ワーキングホリデービザを取得して長期観光滞在をするなど、個人の嗜好的要素の強いものは対象外となる。
(2) 休業の請求及び承認
　職員の申請に対して「公務の運営に支障がある」とし、休業を認めければ、職員は退職を余儀なくされる。そうしたことは制度の趣旨に反するため、法の「公務の運営に支障がないと認めるとき」については、申請者とよく協議をし、取得時期を少しずらしてもらうなど妥協点を探るなどの合意形成をし、できるだけ休業を認めるような枠組みを作っていくことになる。
　　　また、有為な人材を失うことなく、休業後に復職し、行政サービスの維持向上に貢献してもらうことが制度の趣旨であるため、「職員の勤務成績その他の事情を考慮」することとなる。概ね２年間の勤務成績で判断される。具体については、人事院規則等で定める。
(3) 休業の期間
　育児休業、自己啓発休業に合わせただけではなく、独立行政法人ＪＩＬＰＴが調査した海外転勤の平均期間が37.2か月であることなどを総合的に考慮した。
(4) 休業の効果
　育児休業、自己啓発休業とは異なり、同行休業は専ら自己都合であるため、退職手当の在職期間は、例外なく全期間を除算する。
(5) 施行期日
　　　公布の日から３月を超えない範囲で速やかに施行していきたいと考えている。
３．その他
(1) 取得の回数制限は設けないが、申請にあたり、前回取得して復職した後の勤務期間が５年間に満たない場合は、申請は可能だが、承認はされない。
(2) 共済掛金については、使用者負担分を含め支払いし、資格を継続することとなる。
４．質疑
(連絡会)同行休業期間中の兼業は可能か。
(人恩局)兼業にあたっては、申請と許可が必要である。通訳や観光案内など語学のスキルアップに繫がるものは積極的に認めていきたい。しかし、外国の政府機関での勤務は機密事項の流出に繫がる可能性もあるので慎重にならざるを得ない。起業、国家公務員より非常に給与の高い外資系企業への勤務など、休業後の復職に影響が生じるものについても同様である。
(連絡会)施行期日の見通しについて。
(人恩局)暦年や年度にとらわれず、早期施行をめざしていく。
(連絡会)政令で定める内容の有無について。
(人恩局)政令で定める内容は今のところ無い。人事院規則、通知で定めることになる。
(参考)
　　　　特定独法にも適用になるが、給与の扱い（休業中及び復職時）は交渉事項となる。
二、地方公務員関係
　同日、公務労協地公部会も総務省公務員部より説明を受けた。地方公務員についても、公務員の休業に関する制度として国と地方の権衡を図る観点から配偶者同行休業制度を設けることができる条例制定を可能とするため、地公法等の改正案について説明が行われた。なお、休業できる期間の上限は、３年を超えない範囲内で条例で定める期間となる。
●地方公務員法の一部を改正する法律案（配偶者同行休業制度）に関する10/24総務省協議の概要について
日　時：2013年10月24日（木）15：00～15：30
出席者：公務員課　小岩理事官、地公部会　藤川事務局長ほか
　配偶者同行休業制度について、小岩理事官から次の通り説明があった。
①経緯・理由および趣旨について
・人事院の意見の申出を受け、公務において活躍することが期待される国家公務員が、配偶者の海外転勤等により離職することを防ぐため、外国で勤務等をする配偶者と生活を共にすることを可能とする休業制度を創設するための法律案を検討。国と地方の権衡を図る観点で地方公務員についても同様の制度を設ける。
・名称については、意見の申出で「配偶者帯同休業制度」とされていたが、主体は配偶者に「ついていく」職員であるため「同行」が適当との理由で名称が変わった。（「帯同」＝「連れて行く」という意味）
・なお、国は新規の法律とするが、地方については給料・退職手当等に関する事項などは条例で定めることとなるので、法律事項の分量を勘案して地公法の一部改正とする。
②法律案の概要について
（１）休業の事由
・「外国での勤務等」の対象は、具体的には今後国家公務員についての人事院による検討結果等も踏まえて各自治体の条例で定めることとなるが、現時点では転勤、起業、留学、ボランティアなど、社会性の高い事由によるものを想定しており、長期観光滞在等、個人的趣向の強い性格のものについては対象外となることを想定している。
（２）休業の申請および承認
・任命権者は「公務の運営に支障がないと認めるとき」には休業を承認することができるとしており、休業を申請した職員の業務を配置換え等で処理することが困難な場合、臨時的任用等によって補充できる（第26条の６第７項）。
①「任期付法」で定める要件に関係なく任期付職員の採用が可能（第26条の６第７項１号）、②１年を限度とした臨時的任用が可能（６月を超えない範囲で任用後に６月を超えない範囲で更新することができるとしている地公法第22条による任用と異なる）。
・休業期間の延長が申請された場合、国では延長前の休業期間の初日から１年を超える期間については後補充のための臨時的任用の特例の規定が適用とならないが、地方では延長された期間についても１年を超えない範囲で後補充のための臨時的任用が可能。
（３）休業の期間
・３年を超えない範囲内で、条例で定める期間とし、当該期間の範囲内で１回のみ延長可。
（４）休業の効果
・休業期間中給与は支給されない。退職手当については、国における取り扱いを踏まえ各地方公共団体の条例において規定されることとなるが、国においては全期間除算されることとなっている。
・休業期間中も共済掛金は免除されない。
（５）施行期日
・公布の日から起算して３月を超えない範囲内で、政令で定める日とする。
　これを受けて、地公部会から以下の点について質問した。
①３年の休業期間を使いきって復職し、再び配偶者の転勤等があった場合に再度休業することは可能か。
②「勤務実績を考慮」とあるが、どの程度考慮されるか。
③これまで、実際に配偶者の海外転勤等を理由に退職した職員がどの程度いるか把握しているか。
　これについて、小岩理事官より以下の通り回答があった。
①「３年を超えない範囲」の期間とは、１回の休業で可能な期間であるので、別の事由で再び３年を超えない範囲で休業することを任命権者が承認すること自体は法律上排除されていない。
②勤務実績をどの程度考慮するか等については、国における運用も踏まえ、「公務において活躍することが期待される地方公務員の離職防止のため」という制度の趣旨にのっとって運用されるべきと考える。
③都道府県・政令指定都市について聞き取ったところ、人事当局が把握しているだけで、最近５年間で17団体、77人いた。ただし、理由が明確になっていない退職者もいるので、もっといる可能性はある。
　最後に地公部会から、今後も必要な情報提供を要請し終了した。
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